
証券コード 2668
2026年５月１日

(電子提供措置の開始日2026年４月28日)

株 主 各 位
大阪市浪速区難波中二丁目10番70号

タ ビ オ 株 式 会 社
代表取締役社長 越 智 勝 寛

第49期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第49期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第49期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト
【https://tabio.com/jp/corporate/company/ir/notification.html】

東証ウェブサイト
【https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show】

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「タビ
オ」、又は、「コード」に当社証券コード「2668」を入力・検索し、「基本情
報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集
通知/株主総会資料」欄よりご確認下さい。）

なお、当日のご出席に代えて、電磁的方法（インターネット）又は書面（議決権行
使書）によって議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事
項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、2026年５月20日（水曜日）当社営業時間
終了の時（午後５時30分）までに議決権を行使して下さいますようお願い申し上げま
す。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年５月21日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時予定）
2. 場 所 大阪市浪速区難波中二丁目10番70号

なんばパークス内パークスタワー16F
当社本店大会議室
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照下さい。）

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第49期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類
監査結果報告の件

2. 第49期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎株主総会にご出席の株主様へお配りしておりましたお土産は取りやめさせていた
だいております。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下
さいますようお願い申し上げます。

◎議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をさ
れたものとしてお取り扱いいたします。

◎電磁的方法（インターネット）により複数回、議決権を行使された場合は、最後
に行われたものを有効なものとしてお取り扱いいたします。

◎議決権行使書による議決権行使と電磁的方法（インターネット）による議決権行
使を重複して行われた場合は、電磁的方法（インターネット）による議決権行使
を有効なものとしてお取り扱いいたします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載させていただきます。
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◎電子提供制度の導入前にお送りしていた株主総会資料（株主総会参考書類・事業

報告・連結計算書類・計算書類・監査報告）は、会社法改正による電子提供制度

の開始に伴い、上記ウェブサイトに掲載して提供することとなりました。お手数

ですが、上記各ウェブサイトにアクセスしてご確認下さいますようお願い申し上

げます。

◎書面交付請求をされていない株主様には、株主総会参考書類も併せてご送付してお

ります。

◎書面交付請求をいただいた株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款の

規定に基づき、次に掲げる事項を除いております。

・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監

査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした対象

書類の一部であります。

◎次回以降につきまして書面での送付をご希望の株主様におかれましては、証券口座

を開設されている証券会社又は株主名簿管理人へお問い合わせいただき、会社法に

定める書面交付請求に関するお手続きを行っていただきますようお願い申し上げま

す。

― 3 ―

2026年04月16日 15時40分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



議決権行使のご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の重要な権利です。電子提供措置事項に掲

載の株主総会参考書類をご検討の上、議決権をご行使下さいますようお願い申し上げ

ます。

議決権行使には以下の３つの方法がございます。

1. 株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。

日 時 2026年５月21日（木曜日）午前10時

会 場 大阪市浪速区難波中二丁目10番70号

なんばパークス内パークスタワー16F

当社本店大会議室

2. インターネットで議決権をご行使される場合

議決権行使ウェブサイトで議案に対する賛否をご入力いただき、ご
送信下さい。

行使期限 2026年５月20日（水曜日）午後５時30分まで

3. 郵送で議決権をご行使される場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、ご
返送下さい。

行使期限 2026年５月20日（水曜日）午後５時30分到着分まで
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スマートフォンの場合　　QRコードを読み取る方法

｢ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、｢ログインID」および「仮パスワード」が入力不要で
ログインいただけます。

1.QRコードを読み取る 3.議案の賛否を選択

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右側）
に記載の「ログイン用QRコード」
を読み取る。
※「QRコード」は株式会社デン
　 ソーウェーブの登録商標です。

議案賛否方法の選択画面
が表示されるので、議決
権行使方法を選ぶ。

画面の案内に従って議案の
賛否を選択

画面の案内にしたがっ

て行使完了です。

｢ログイン用
QRコード」はこちら

議決権行使書副票（右側）

2.議決権行使方法を選ぶ

＜インターネットによる議決権行使のお手続きについて＞

インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使は、スマートフォン又はパソコンから議決権行使ウ

ェブサイトにアクセスいただき、画面の案内にしたがって行使していただきますよう

お願いいたします。

議決権行使期限 2026年５月20日（水曜日）午後５時30分まで
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ログインID・仮パスワードを入力する方法

議決権行使ウェブサイトに
アクセスする

1.

2.お手元の議決権行使書副票（右側）に
記載された「ログインID」および　　　　
「仮パスワード」を入力

以降は画面の案内にしたがって賛否を
ご入力ください。

議決権行使ウェブサイト

ご注意事項

【議決権行使サイトの操作方法に関する
　お問い合わせについて】
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120-173-027
（通話料無料、受付時間：午前９時～午後９時）

「次の画面へ」をクリック

「ログイン」をクリック

https://evote.tr.mufg.jp/

●株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」および「仮
パスワード」をご通知いたします。

●複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
（1）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使

された場合は、インターネットによる議決権行使の内
容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承
ください。

（2）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使
された場合は、最後に行使された内容を有効とさせて
いただきます。またパソコン、スマートフォンとで重
複して議決権を行使された場合も、同様に最後に行使
された内容を有効とさせていただきます。

●議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用
（インターネット接続料金等）は、株主さまのご負担と
なります。
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事 業 報 告

(
2025年３月１日から
2026年２月28日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効

果もあり、個人消費に持ち直しの動きが見られるなど、総じて緩やかな回復基調

で推移いたしました。一方、継続的な物価上昇や金融資本市場の変動に加え、緊

迫化する中東情勢や国際紛争の長期化といった地政学リスクの高まりが景気の下

振れ要因となっており、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の中で当社グループは、新たな販売機会の創出や商品価値の向

上に取り組み、事業の持続的成長と収益基盤の強化を図っております。

各事業部門の業績につきましては、次のとおりであります。

なお、海外・スポーツ卸事業の規模拡大に伴い、当連結会計年度より「海外・

スポーツ卸事業」としていた区分を「海外事業」と「スポーツ卸事業」の２区分

に変更いたしました。

（国内専門店事業）

国内専門店事業におきましては、地域により売上動向の二極化が見られまし

た。インバウンド需要が旺盛な都市部では売上が好調に推移した一方で、地方店

舗では物価高騰による生活防衛意識の高まりが消費者の購買意欲に影響を与え、

客数が減少するという厳しい状況が続きました。こうした消費者の生活防衛ニー

ズの高まりや客数減の課題に対し、「タビオクオリティー」をより幅広い層へ訴

求するため、「3足1,100円（税込）」ゾーンの再構築や新ライン「靴下屋fam」の

投入を発表し、次期以降の客数回復と新たな顧客層獲得に向けた施策を始動いた

しました。

以上の結果、「国内専門店事業」の売上高は124億92百万円（前年同期比1.9％

減）となりました。

（国内EC事業）
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国内EC事業におきましては、自社ECサイトの運営効率化を進めるとともに、他

社モールにおける販売力の強化に向け、各サイトの特性を活かした商品展開に注

力いたしました。その結果、楽天市場店においてはWeb限定商品「足ベール」が

新規顧客獲得の牽引役となりました。広告宣伝投資につきましては、新規獲得に

向けた戦略的な販促を行った結果、着実に成果につながる施策が確認できた一方

で、一部の施策においては今後の精査・改善に向けた検証材料を得る結果となり

ました。今後はこれらの実績を分析し、各サイトの特性に応じた広告宣伝投資の

最適化を図ってまいります。

以上の結果、「国内EC事業」の売上高は20億76百万円（前年同期比0.2％減）と

なりました。

（海外事業）

海外事業におきましては、重点市場である中国を中心に安定的な収益基盤の構

築とブランド認知の拡大に努めました。中国の主要ECプラットフォーム「Tmall」

や「RED」を活用し、インフルエンサーによるライブコマースや現地限定カラー

の展開を強化したことで売上は好調に推移しました。また、米国が累計で前年比

130％超と非常に好調に推移し、収益の大幅な改善に寄与しております。

以上の結果、「海外事業」の売上高は13億90百万円（前年同期比6.6％増）とな

りました。

（スポーツ卸事業）

スポーツ卸事業におきましては、主力のランニング及びフットボール商品の堅

調な推移に加え、ベースボール部門を「第３の柱」として確立するための投資を

加速させました。プロ野球選手の小園海斗選手（広島東洋カープ）及び北山亘基

選手（北海道日本ハムファイターズ）とアドバイザリー契約を締結し、トップア

スリートのフィードバックを反映した製品開発を推進しております。また、前期

末に実施した主力商品の価格改定も市場に受け入れられ、売上の牽引だけでな

く、利益面でも大きく貢献しました。

以上の結果、「スポーツ卸事業」の売上高は8億53百万円（前年同期比15.6％

増）となりました。

出退店状況におきましては、フランチャイズチェーン店５店舗、直営店10店舗
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の新規出店と、フランチャイズチェーン店12店舗、直営店５店舗の退店により、

当連結会計年度末における店舗数は、フランチャイズチェーン店112店舗（海外

代理商による37店舗を含む）、直営店154店舗（海外４店舗を含む）、合計266店舗

となりました。

利益面におきましては、固定資産の減損会計の適用を行った結果、減損損失1

億23百万円を計上しております。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は168億12百万円（前年同期比0.2％減）、

営業利益8億83百万円（前年同期比19.5％増）、経常利益9億16百万円（前年同期

比21.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益5億69百万円（前年同期比9.5％

増）となりました。

(2) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、インバウンド消費が転換期を迎える一方、物価

高騰を背景とした消費者の「価値に見合った消費（バリュー消費）」や生活防衛

ニーズがさらに強まるものと予想されます。このような市場動向と事業環境を背

景に、当社グループは以下の重点課題に取り組んでまいります。

① エントリー層の再獲得と客数の底上げ

生活防衛ニーズの高まりに対し、幅広いお客様の「入り口」となる戦略的なエ

ントリー価格帯商品を拡充いたします。具体的には「3足1,100円（税込）」ゾー

ンの本格展開や、新ライン「靴下屋fam」の投入を強化し、離反した顧客層を呼

び戻すことで店舗全体の客数増を図り、国内工場の生産稼働の維持に繋げてまい

ります。

②自社ECサイトの全面刷新及びモール強化戦略によるDX推進

持続的な成長のため、自社ECサイトを世界水準の拡張性を持つ「Shopify」へ

全面移行し、特定のシステムベンダーへの依存から脱却した柔軟な体制を構築す

るとともに、低コストで常に最新機能を導入できる環境を整備いたします。これ

に合わせて、モバイル中心のサイト設計や、AI検索・AI診断コンテンツの導入に

よるUX（顧客体験）の向上を図ります。また、モール戦略におきましては、

Amazonでの外部プロフェッショナル起用や積極的な広告投資に加え、楽天市場で

は費用対効果の高い施策へ注力し、新たなヒット商品の創出を目指します。

③新規事業・販路の積極推進
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スポーツ分野においてはベースボール部門を強化し、アドバイザリー契約を活

用したプロモーションで市場シェアを拡大いたします。あわせてBtoB領域の専門

部署を新設し、作業服・ワークウェア専門店や大手物流事業者への職域販売とい

った新規販路の開拓に注力し、新たな収益源の構築を目指します。

株主の皆様におかれましては、倍旧のご支援、ご協力を賜りますようよろしく

お願い申し上げます。

(3) 資金調達の状況

特記すべき事項はありません。

(4) 設備投資の状況

当連結会計年度中の設備投資額の総額は４億91百万円であり、その主なもの

は直営店の新規出店・移転・改装に伴う内装・什器及び資産除去債務の見積額

の変更に伴う固定資産の増加等であります。

(5) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第 46 期 第 47 期 第 48 期

第 49 期
(当連結会計年度)

2023年２月期 2024年２月期 2025年２月期 2026年２月期

売 上 高(百万円) 15,264 16,220 16,852 16,812

経 常 利 益(百万円) 529 621 754 916

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 232 469 520 569

１株当たり当期純利益(円) 34.17 69.06 76.62 83.87

総 資 産(百万円) 7,733 7,680 8,522 8,902

純 資 産(百万円) 4,019 4,471 4,831 5,364

(注) 「１株当たり当期純利益」は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しており
ます。
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(6) 重要な子会社の状況

名 称
資 本 金
又 は
出 資 金

議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

千円 ％ 物流業務、靴下の企画・検査・検
品・加工、機械の製造・販売等タビオ奈良株式会社 9,000 100.0

千 € ％

衣料品の小売、卸売及び輸出入
Tabio France S.A.S. 900 100.0

(7) 主要な事業内容

靴下の企画・卸・小売とフランチャイズチェーン・直営店『靴下屋』、直営店

『タビオ』等の展開を事業としております。

現在、当社の直営店を国内に150店舗（『靴下屋』関連102店舗、『タビオ』関

連48店舗）有しており、フランチャイズ加盟店は国内で75店舗に至っておりま

す。

海外支店としてイギリスに１店舗、海外子会社の直営店としてフランスに３

店舗を展開しております。また中国と韓国において代理商による37店舗を展開

しております。（中国35店舗、韓国2店舗）

タビオ奈良株式会社は物流業務及び商品の検査・研究業務を行っております。

(8) 主要な事業所等

① 本 社：大阪市浪速区難波中二丁目10番70号

なんばパークス内パークスタワー16F

東 京 支 店：東京都渋谷区渋谷二丁目15番1号渋谷クロスタワー31F

直 営 店：150店舗

内訳 靴下屋関連 102店舗

タビオ関連 48店舗

② 子会社等

国内 タビオ奈良株式会社 奈良県北葛城郡広陵町三吉578

国外 Tabio France S.A.S. フランス

Tabio Retail S.A.S. フランス

踏比鴎商貿（上海）有限公司 中国

― 11 ―

2026年04月16日 15時40分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



(9) 従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

268名 △6名

(注) 上記従業員のほか、販売職社員等（年間平均雇用人数）が546名おります。

(10)主要な借入先の状況

借 入 先 借 入 金 残 高
千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 190,000

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 130,000

株 式 会 社 南 都 銀 行 43,938

(11)その他の企業集団の現況に関する重要な事項

（会計基準の選択に関する基本的な考え方）

当社グループは、連結計算書類の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考

慮し、当面は、日本基準で連結計算書類を作成する方針であります。

なお、国際財務報告基準（IFRS）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考

慮の上、適切に対応していく方針であります。
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2. 会社の株式に関する事項（2026年2月28日現在）

(1) 発行可能株式総数 普通株式 26,000,000株

(2) 発行済株式の総数 普通株式 6,779,861株(自己株式34,019株を除く)

(3) 株 主 数 9,361名

(4) 大 株 主 (上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

有 限 会 社 越 智 産 業 1,852,000 27.32

エ ム ・ エ ス ・ エ ヌ 株 式 会 社 995,900 14.69

越 智 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 626,000 9.23

タ ビ オ 取 引 先 持 株 会 222,392 3.28

株 式 会 社 ナ イ ガ イ 180,000 2.65

高 山 清 行 100,000 1.47

越 智 康 彦 78,651 1.16

石 坂 秊 之 75,000 1.11

越 智 恵 子 66,668 0.98

真 砂 純 子 66,666 0.98

(注) 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役(社外取締役を除く) 13,422株 ５名

社外取締役 － －

監査役 849株 １名
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3. 会社役員に関する事項（2026年2月28日現在）

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 越 智 勝 寛 エム・エス・エヌ株式会社代表取締役

取 締 役 越 智 康 彦

取 締 役 真 砂 輝 男 タビオ奈良株式会社代表取締役

取 締 役 関 淑 束 経営企画部長

取 締 役 今 川 弘 明

取 締 役 金 井 路 子

株式会社グロースエンジン代表取締役
ジャパンホームシールド株式会社社外
取締役
アイル株式会社社外取締役

取 締 役 和 田 真 治
国立大学法人和歌山大学アントレプレ
ナーシップデザインセンター教授・副
センター長

取 締 役 髙 原 聡 株式会社ナイガイ取締役常務執行役員

常 勤 監 査 役 渡 邉 浩 樹

監 査 役 林 裕 之
弁護士（弁護士法人 太田・柴田・林法
律事務所）
政岡土地株式会社社外取締役

監 査 役 高 山 和 則

公認会計士・税理士(高山公認会計士事
務所)
サンヨーホームズ株式会社取締役 (監
査等委員)

(注) 1. 監査役 林裕之氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務分野において
豊富な知識と経験を有するものであります。

2. 監査役 高山和則氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有するものであります。

3. 取締役 金井路子、和田真治及び髙原聡の３氏は、社外取締役であります。
4. 監査役 林裕之及び高山和則の両氏は、社外監査役であります。
5. 取締役 金井路子、和田真治、監査役 林裕之及び高山和則の４氏を、東京

証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出ております。
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(2) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社及び及び子会社の全ての取締役、監査役を被保険者として、会

社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結しており、その保険料は当社が全額負担しております。

当該保険契約の内容は、被保険者が株主や第三者から損害賠償請求を提起さ

れた場合において、被保険者が負担することとなる損害賠償金及び争訟費用を

補填するものであります。

なお、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置

として、被保険者における故意又は犯罪行為等に起因して発生した損害賠償は、

保険金支払いの対象外としております。

(3) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

① 取締役及び監査役の報酬等の決定に関する方針

（基本方針）

取締役の報酬は、その役割と責務を適切に果たす観点から、基本報酬に加え

て、業績連動報酬である賞与、及び譲渡制限付株式報酬で構成する。

（基本報酬）

基本報酬は、月例の金銭報酬とし、『役員報酬に関する内規』に基づき、各取

締役の役位・役割・職責等に応じて決定する。具体的な報酬額の決定に際して

は、会社の業績・業界水準・従業員給与等とのバランスも考慮する。

（賞与）

取締役賞与は、毎年、一定の時期に支給する金銭報酬とし、単年度の連結営

業利益達成度を基準とし、中期経営課題の取り組み状況・従業員への賞与支給

状況・ガバナンスの状況等を総合的に勘案して決定する。

指標として単年度の連結営業利益達成度を選定した理由は、当グループは営

業利益を主要な業績指標としていることに加え、各取締役の職責や業績への貢

献度等を総合的に評価する上で関連性が高いと判断したためであります。

（譲渡制限付株式報酬）

譲渡制限付株式報酬は、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティ

ブを与えるとともに、取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを
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目的として導入するものであり、中長期インセンティブ・市場への影響・他社

動向等を考慮し、支給総額を決定する。

各取締役に対して、役位・役割・職責等に応じて毎年一定の時期に付与し、

退任時までの間、譲渡制限を付すものとする。

（割合の決定に関する方針）

基本報酬、取締役賞与、譲渡制限付株式報酬の報酬構成割合については、そ

の客観性・妥当性を担保するために、同業種かつ同規模である相当数の他企業

における報酬構成割合及び役位ごとの報酬額との水準比較・検証を行い、当社

の財務状況等も踏まえた上で設定する。

（取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項）

基本報酬、取締役賞与、株式報酬の各取締役の個人別の報酬等の内容は、株

主総会で決議された上限の範囲において、取締役会から委任を受けた代表取締

役社長である越智勝寛が決定しております。

権限を委任した理由は、各取締役の職責や業績への貢献度等を公平公正に評

価するには、代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。

なお、当該権限が適切に行使されるよう、社外取締役に対して各取締役の報

酬額の内訳及びその決定理由を事前に説明した上で、取締役会に総額を報告し、

基本報酬額案、取締役賞与額案及び株式報酬額案を決定するものとする。

取締役賞与は、事業年度終了後、上記に記載の決定方針に基づき、各取締役

の賞与額案に対する支給率を代表取締役社長が検討し、取締役会において賞与

総額を審議・決定し、代表取締役社長が各取締役の配分案を決定するものとす

る。

株式報酬は、株式報酬額案を基に、上記に記載の決定方針に基づき、取締役

会において株式報酬総額を審議・決定し、代表取締役社長が各取締役の配分案

を決定するものとする。

（監査役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項）

各監査役の報酬等については、職務の内容、経験及び当社の状況等を勘案の

上監査役の協議により決定しております。
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② 取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分
対象人数
（名）

報 酬 等
の 総 額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）

基本報酬 業績連動報酬等
譲渡制限付
株 式 報 酬

社内取締役 5 133,797 115,200 2,400 16,197

社内監査役 1 13,249 12,000 250 999

社外取締役 3 15,925 15,600 325 －

社外監査役 2 9,800 9,600 200 －

計 11 172,771 152,400 3,175 17,196

(注) 1. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれてお
りません。

2. 取締役の報酬限度額は、2009年５月28日開催の第32期定時株主総会におい
て年額250,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議され
ております。なお、決議当時の対象取締役は10名となります。また、この
報酬枠とは別に、2019年５月23日開催の第42期定時株主総会において年額
25,000千円以内（社外取締役を除きます。）とする譲渡制限付株式報酬枠
を決議されております。なお、決議当時の対象取締役は７名となります。

3. 監査役の報酬限度額は、2009年５月28日開催の第32期定時株主総会におい
て年額50,000千円以内と決議されております。なお、決議当時の対象監査
役は５名となります。また、この報酬枠とは別に、2019年５月23日開催の
第42期定時株主総会において年額5,000千円以内（社外監査役を除きま
す。）とする譲渡制限付株式報酬枠を決議されております。なお、決議当
時の対象監査役は３名となります。

４．上記、業績連動報酬等の額の算定に用いた業績指標（連結営業利益額）の
実績は、８億83百万円であります。
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(4) 社外役員に関する事項

① 社外取締役 金井 路子

イ．重要な兼職先と当社との関係

①同氏は株式会社グロースエンジン代表取締役であり、株式会社グロース

エンジンと当社の間には、特別な関係はありません。

②同氏はジャパンホームシールド株式会社の社外取締役であり、ジャパン

ホームシールド株式会社と当社の間には、特別な関係はありません。

③同氏はアイル株式会社の社外取締役であり、アイル株式会社と当社の間

には、特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

取締役会への出席状況及び発言状況

取締役会への出席率は100％であります。

出席した取締役会においては、社外取締役として、毎回報告事項や決議事

項について適宜発言を行っております。また、社外取締役として期待され

る役割に関し、豊富な経験と専門的な知見を生かし、取締役会において、

主に経営の観点から重要事項の決定及び業務執行の監督等を行っておりま

す。

ハ．社外取締役の責任限定契約に関する事項

当社は、社外取締役金井路子氏との間で、職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第423条第１項の責任について、同法第

427条第１項に基づき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限

度とする契約を締結しております。

② 社外取締役 和田 真治

イ．重要な兼職先と当社との関係

同氏は国立大学法人和歌山大学アントレプレナーシップデザインセンター

教授・副センター長であり、国立大学法人和歌山大学と当社の間には、特

別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

取締役会への出席状況及び発言状況

取締役会への出席率は100％であります。

出席した取締役会においては、社外取締役として、毎回報告事項や決議事
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項について適宜発言を行っております。また、社外取締役として期待され

る役割に関し、豊富な経験と専門的な知見を生かし、取締役会において、

主に経営の観点から重要事項の決定及び業務執行の監督等を行っておりま

す。

ハ．社外取締役の責任限定契約に関する事項

当社は、社外取締役和田真治氏との間で、職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第423条第１項の責任について、同法第

427条第１項に基づき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限

度とする契約を締結しております。

③ 社外取締役 髙原 聡

イ．重要な兼職先と当社との関係

同氏は株式会社ナイガイの取締役常務執行役員であり、株式会社ナイガイ

は当社の資本業務提携先であります。

ロ．当事業年度における主な活動状況

取締役会への出席状況及び発言状況

取締役会への出席率は100％であります。

出席した取締役会においては、社外取締役として、毎回報告事項や決議事

項について適宜発言を行っております。また、社外取締役として期待され

る役割に関し、豊富な経験と専門的な知見を生かし、取締役会において、

主に経営の観点から重要事項の決定及び業務執行の監督等を行っておりま

す。

ハ．社外取締役の責任限定契約に関する事項

当社は、社外取締役髙原 聡氏との間で、職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第423条第１項の責任について、同法第

427条第１項に基づき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限

度とする契約を締結しております。

④ 社外監査役 林 裕之

イ．重要な兼職先と当社との関係

①同氏は弁護士法人 太田・柴田・林法律事務所の弁護士であり、弁護士法

人太田・柴田・林法律事務所と当社の間には、特別な関係はありません。
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②同氏は政岡土地株式会社の社外取締役であり、政岡土地株式会社と当社

の間には、特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

取締役会及び監査役会への出席率は100％であります。

監査役会において、常勤監査役及び内部監査部門から報告を受け、当社グ

ループ会社の監査状況等をレビュー、ヒアリングや意見交換を行うなど、

内部統制システムを始めとする取締役の職務の執行を監査する活動を行っ

ております。また、社外監査役として、取締役会において、経験豊富な弁

護士としての専門的見地から、積極的な発言を行っております。

ハ．社外監査役の責任限定契約に関する事項

当社は、社外監査役林 裕之氏との間で、職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第423条第１項の責任について、同法第

427条第１項に基づき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限

度とする契約を締結しております。

⑤ 社外監査役 高山 和則

イ．重要な兼職先と当社との関係

①同氏は高山公認会計士事務所の公認会計士・税理士であり、高山公認会

計士事務所と当社の間には、特別な関係はありません。

②同氏はサンヨーホームズ株式会社の取締役 (監査等委員)であり、サンヨ

ーホームズ株式会社と当社の間には、特別な関係はありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

取締役会及び監査役会への出席率は100％であります。

監査役会において、常勤監査役及び内部監査部門から報告を受け、当社グ

ループ会社の監査状況等をレビュー、ヒアリングや意見交換を行うなど、

内部統制システムを始めとする取締役の職務の執行を監査する活動を行っ

ております。また、社外監査役として、取締役会において、経験豊富な公

認会計士としての専門的見地から、積極的な発言を行っております。

ハ．社外監査役の責任限定契約に関する事項
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当社は、社外監査役高山和則氏との間で、職務を行うにつき、善意でかつ

重大な過失がないときは、会社法第423条第１項の責任について、同法第

427条第１項に基づき、同法第425条第１項に規定する最低責任限度額を限

度とする契約を締結しております。

4. 会計監査人の状況（2026年2月28日現在）

(1) 会計監査人の名称

ひびき監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 17,000千円

(注) 1. 当社監査役会は、会計監査人の当年度の監査体制、監査時間と前年度の実
績等を比較するなど、監査報酬額の妥当性等を検討した結果、会計監査人
の報酬等について同意いたしました。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融
商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区
分できないため、上記金額は合計額で記載しております。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総

会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

5. 会社の体制及び方針（2026年2月28日現在）

業務の適正を確保するための体制及び整備運用状況

１．当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制

（１）当社グループの全役職員が、法令・定款・社内規程・企業倫理を遵守するため、

コンプライアンス規程を定めるとともに、研修を充実させる。

（２）社長を委員長とした「コンプライアンス委員会」を設置し、各部署からの情報

収集や議論、情報発信を通じて、当社グループの全役職員のコンプライアンス

意識を高めるとともに適正業務推進室は業務の監査を通じて法令等への遵守状

況を監視し、コンプライアンス体制の推進を図る。
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２．取締役及び使用人の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

取締役会議事録・経営会議会議録・稟議書など取締役の職務執行に関する重要

な文書等については、法令及び社内規程に基づき適切に保存するものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、当社グループ全体のリスク管理を重要な経営管理の一つであると位置

付けており、その有効性と適切性を維持するべく経営危機管理規程を定めると

ともに、社長を本部長とした「危機管理委員会」により、万一発生した危機に

おいて、拡大防止・損失の低減・事態の鎮静を第一義的に迅速かつ的確な組織

的対応を図る。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）原則として毎月１回第２火曜日に開催する定時取締役会に加え、必要に応じ臨

時取締役会を開催する。

（２）原則として毎週火曜日に取締役と必要に応じて各部署責任者による経営会議を

開催し、業務執行上の重要課題について報告・検討を行う。

（３）取締役及びその他使用人の職務分掌と権限を社内規程で明確にし、適正かつ効

率的に職務が行われる体制を確保する。

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

（１）「関係会社管理規程」等の社内規程に従い、子会社管理を管掌する担当部署を置

き、子会社の取締役の執行を監視・監督する。

（２）子会社の営業成績、財務状況及び経営活動上の重要な意思決定事項については、

当社取締役会又は経営会議に報告し、承認を得て行うこととする。

（３）定期的に子会社と連絡会議を開催し、グループ間の情報共有、意思疎通及びグ

ループ経営方針の統一化を図る。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項

取締役会は、監査役の要請により、必要ある場合には職務を補助する専任の使

用人を配置するものとし、その使用人の選任及び解任に関しては、監査役の同

意を得て行う。
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７．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

前号の使用人を置く場合には、当該使用人の業務指示は監査役が行うものとし、

当該使用人の人事異動・人事考課・懲戒については、監査役の同意を得ること

とし、取締役からの独立性を確保する。

８．当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他監査役

への報告に関する体制

（１）当社グループの取締役及び使用人は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすお

それのある事実や行為を発見したときは、直ちに監査役に報告するものとする。

（２）監査役は独立性をもって各部署に赴き、業務の状況の確認やヒアリングをする

ことができる。

（３）監査役に報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由とする不利益な取

り扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底する。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役は、取締役会・経営会議・その他重要会議に出席するとともに、書類の

閲覧や質問を行うことができる。

（２）監査役は、各部署の会議その他あらゆる場面に出席することができる。

（３）監査役は、適正業務推進室や監査法人と連携し、効率的な監査を行う。

（４）監査役は、その職務の執行に必要と認めるときは、公認会計士、弁護士その他

外部専門家を利用することができ、当社はその費用を負担する。

10．反社会的勢力に向けた取り組み

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は、社会秩序や健全な企業活動を阻害する恐れのある反社会的勢力に対し

ては毅然とした態度で対応するとともに、不当要求行為等に対しては断固拒否

することを基本的な考えとする。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

当社は、総務部を対応部署としており、反社会的勢力との接触を未然に回避す

るとともに、万一それら勢力からの不当な要求を受けた場合に備え、平素から

所轄警察署・企業防衛連合協議会・顧問弁護士等外部の専門機関との連携を築

き、反社会的勢力排除のための社内体制の整備と情報収集を行う。
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11. 業務の適正を確保するために必要な体制の整備運用状況

（１）取締役の職務執行について

取締役会規程や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動する

よう徹底しております。当事業年度において取締役会を定期的に開催し、各議

案についての審議、業務執行の状況等の監督を行い、意見交換がなされており、

意思決定及び監督の実効性を確保しております。また、各部署責任者以上で構

成され、重要な業務執行について報告・協議を行う経営会議も開催し、業務執

行の適正性・効率性を確保しております。

（２）監査役の職務執行について

監査役は、当事業年度において監査役会を定期的に開催し、監査役会において

定めた監査計画に基づいた監査を実施しております。また、取締役会及び経営

会議等重要な会議への出席や代表取締役、会計監査人並びに適正業務推進室と

の間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の監査、内部統制

システムの整備並びに運用状況を確認しております。

（３）当社子会社における業務の適正の確保について

当社子会社に対して、稟議申請書等の管理を行うことで、その営業活動及び決

裁権限等を把握し、また、一定基準に該当する重要事項については、当社の取

締役会等重要な会議での報告を義務とし、その遂行を承認する等適切な経営が

なされることを監督する体制を整備しております。

（４）コンプライアンス・リスク管理について

コンプライアンス委員会及び危機管理委員会を常設し、コンプライアンス違反

行為や疑義のある行為等を報告した者が、当該報告をしたことを理由として不

利な扱いを受けないことを確保するために、報告した使用人の異動、人事評価

及び懲戒等に関して不利な取り扱いを行わないよう徹底しております。また、

大規模災害等を想定した対策訓練、帰宅困難者のための物資確保、不測の事態

に備えております。

（５）反社会的勢力排除について

お取引先様との契約書等に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、

反社会的勢力の情報を収集する取り組みを継続的に実施しております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示
しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2026年２月28日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,970,170 流 動 負 債 2,409,733
現 金 及 び 預 金 1,978,211 買 掛 金 427,359
受 取 手 形 20,924 電 子 記 録 債 務 356,612

売 掛 金 816,330 １年内返済予定の長期借入金 121,997

商 品 972,257 リ ー ス 債 務 145,120
貯 蔵 品 345 未 払 費 用 327,245
そ の 他 185,158 未 払 法 人 税 等 214,205
貸 倒 引 当 金 △3,058 賞 与 引 当 金 286,257

固 定 資 産 4,932,618 契 約 負 債 45,048
有形固定資産 2,398,873 資 産 除 去 債 務 12,101
建 物 及 び 構 築 物 533,307 そ の 他 473,783
機械装置及び運搬具 11,843 固 定 負 債 1,128,123
土 地 1,601,791 長 期 借 入 金 244,654
リ ー ス 資 産 171,280 リ ー ス 債 務 248,710
建 設 仮 勘 定 3,060 退職給付に係る負債 53,851
そ の 他 77,590 資 産 除 去 債 務 466,996

無形固定資産 329,944 そ の 他 113,911

ソ フ ト ウ エ ア 192,733 負 債 合 計 3,537,856
ソフトウエア仮勘定 63,084 純 資 産 の 部

そ の 他 74,126 株 主 資 本 4,930,683
投資その他の資産 2,203,801 資 本 金 414,789
投 資 有 価 証 券 575,430 資 本 剰 余 金 93,978
差 入 保 証 金 1,106,658 利 益 剰 余 金 4,463,772
繰 延 税 金 資 産 164,391 自 己 株 式 △41,857
退職給付に係る資産 300,273 その他の包括利益累計額 434,249
そ の 他 57,047 その他有価証券評価差額金 20,707

為替換算調整勘定 17,895

退職給付に係る調整累計額 395,646

純 資 産 合 計 5,364,932
資 産 合 計 8,902,789 負債・純資産合計 8,902,789

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 25 ―

2026年04月16日 15時40分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



連 結 損 益 計 算 書

(2025年３月１日から2026年２月28日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 16,812,398

売 上 原 価 7,051,268

売 上 総 利 益 9,761,129

販売費及び一般管理費 8,877,167

営 業 利 益 883,961

営 業 外 収 益

受 取 利 息 484

受 取 配 当 金 6,409

仕 入 割 引 8,285

固 定 資 産 賃 貸 料 4,304

助 成 金 収 入 5,833

為 替 差 益 5,436

受 取 補 償 金 1,220

雑 収 入 8,346 40,320

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,248

雑 損 失 1,477 7,726

経 常 利 益 916,555

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 7,271

減 損 損 失 123,512 130,783

税金等調整前当期純利益 785,772

法人税、住民税及び事業税 270,746
法 人 税 等 調 整 額 △54,698 216,047
当 期 純 利 益 569,724

親会社株主に帰属する当期純利益 569,724

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 26 ―

2026年04月16日 15時40分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



連結株主資本等変動計算書

(2025年３月１日から2026年２月28日まで)
(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 414,789 93,497 4,097,766 △26,625 4,579,426

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △203,717 △203,717

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

569,724 569,724

自 己 株 式 の 取 得 △31,546 △31,546

自 己 株 式 の 処 分 16,315 16,315

自己株式処分差益 481 481

株主資本以外の項目
当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 - 481 366,006 △15,231 351,256

当 期 末 残 高 414,789 93,978 4,463,772 △41,857 4,930,683

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計その他有価証券評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △20,416 4,456 267,777 251,817 4,831,243

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △203,717

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

569,724

自 己 株 式 の 取 得 △31,546

自 己 株 式 の 処 分 16,315

自己株式処分差益 481

株主資本以外の項目
当期変動額（純額)

41,124 13,438 127,868 182,432 182,432

当 期 変 動 額 合 計 41,124 13,438 127,868 182,432 533,688

当 期 末 残 高 20,707 17,895 395,646 434,249 5,364,932

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（１）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ４社
連結子会社名
タビオ奈良株式会社
Tabio France S.A.S.
Tabio Retail S.A.S.
踏比鴎商貿（上海）有限公司

（２）非連結子会社の名称
タビオファクトリー株式会社
連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいず
れも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から
除外しております。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
Tabio France S.A.S.、Tabio Retail S.A.S.、踏比鴎商貿（上海）有限公司

の決算日は、12月31日であります。連結計算書類を作成するにあたっては、同
日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。

３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなれるもの）につい
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ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており
ます。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品・貯蔵品

移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ５～50年
機械装置 ７～15年
工具、器具及び備品 ３～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。
③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。
(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年

度に負担すべき金額を計上しております。
(4) 収益及び費用の計上基準

当社グループは主に靴下の企画・販売を行っており、商品販売については商
品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、履行
義務が充足されると判断しており、当該商品の引渡時点で収益を認識しており
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ます。また、卸売販売及びオンライン販売については、出荷時から当該商品の
支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益
を認識しております。なお、値引きや販売促進費の一部は売上高から控除して
おります。

顧客に付与されたポイントは、商品購入時の支払いへ充当可能であり、将来
顧客により行使されると見込まれるポイントを履行義務として、連結貸借対照
表上の契約負債に計上しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
（退職給付見込額の期間帰属方法）

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法）
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の連結会計年
度から費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

なお、当連結会計年度において認識すべき年金資産が退職給付債務を超
過する場合には、退職給付に係る資産として投資その他の資産に計上して
おります。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年
度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正に
ついては、2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取
扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項
（２）ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を
税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する
改正については2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して
おります。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はあり
ません。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

当連結会計年度

自 2025年３月１日

至 2026年２月28日

国内専門店事業 12,492,172

国内EC事業 2,076,518

海外事業 1,390,379

スポーツ卸事業 853,327

顧客との契約から生じる収益 16,812,398

その他の収益 ―

外部顧客への売上高 16,812,398

（注）１．国内専門店事業は、主に直営店、フランチャイズチェーン店にお
ける売上高になります。

２．国内EC事業は、主に当社ECサイト、ECモールにおける売上高にな
ります。

３．海外事業は、主に海外店舗における売上高になります。
４．スポーツ卸事業は、主に国内スポーツ専門店における売上高にな

ります。
５．売上高の数値は連結消去後のものになります。

２．収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ３．会

計方針に関する事項 (4)収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

会計上の見積りに関する注記
１．固定資産の減損

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
(単位：千円)

当連結会計年度

有 形 固 定 資 産 2,398,873

無 形 固 定 資 産 329,944

減 損 損 失 123,512
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(2)会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、減損の兆候を判定するに当たり、基本単位としてキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位である店舗を資産グループとしてグルーピ
ングしており、店舗ごとに減損の兆候の有無を検討しております。減損の兆
候が認められる店舗については、資産グループから得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識
の要否を判定し、減損損失の認識が必要とされた場合には、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、減損損失として計上しております。減損損失の認識の
要否の判定において使用される割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、
経営者が承認した翌期の事業計画を基礎として、店舗ごとの固有の経済条件
を主要な仮定として織り込んで作成しておりますが、当該仮定は将来の不確
実な経済条件の変動などによって、当初見込んでいた収益が得られず実際の
営業実績が見積りと異なった場合には、減損損失の計上に伴い、翌連結会計
年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．棚卸資産の評価
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

商 品 972,257

商 品 評 価 損 111,518

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、商品の評価について、正味売却価額が取得原価を下回る

場合には、取得原価を正味売却価額まで減額しております。加えて、滞留に
よる収益性の低下の事実を反映するために、直近の販売実績を踏まえた上で、
仕入年度から一定の期間を超える商品を滞留在庫として帳簿価額を切り下げ
ております。滞留による収益性の低下の判断においては、直近の販売実績や
滞留在庫の判定に用いた一定の期間を主要な仮定としていますが、当該仮定
は将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、
実際の販売実績が見積りと異なった場合、帳簿価額の切り下げに伴い、翌連
結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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３．繰延税金資産の回収可能性
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

繰 延 税 金 資 産 164,391

法人税等調整額 △54,698

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、将来減算一時差異等に対して、将来の利益計画に基づく

課税所得及びタックス・プランニングに基づき、繰延税金資産の回収可能性
を判断しております。課税所得の見積りは翌期の事業計画を基礎としており、
過去（3年）及び当連結会計年度の経営成績や納税状況等を総合的に勘案し、
企業会計基準適用指針第26号による企業分類を行い、課税所得の見積可能期
間を決定し、繰延税金資産の回収可能額を算定しております。繰延税金資産
の回収可能性の検討においては、課税所得の発生見込に係る判断を主要な仮
定としていますが、当該仮定は将来の不確実な経済条件の変動などによって
影響を受ける可能性があり、営業実績や実際に生じた時期など見積りと異な
った場合には、評価性引当額の計上又は取崩に伴い、翌連結会計年度の連結
計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４．資産除去債務
(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当連結会計年度

資 産 除 去 債 務 479,097

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、店舗等の不動産賃貸借契約に基づく原状回復義務につい

て、有形固定資産の除去に要する将来キャッシュ・フローを見積り、使用見
込期間に対応した割引率で割引いた金額を資産除去債務として計上しており
ます。有形固定資産の除去に要する将来キャッシュ・フローの見積りは、過
去に発生した原状回復費用の実績額等に基づいて計算しております。
今後の事業環境の変化、経済状況や市況による工事単価の変動、契約先と

の交渉等に伴い、実際の支払額と原状回復費用の見積りの間に重要な差異が
発生した場合は、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能
性があります。
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連結貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額 1,805,862千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高

普通株式（株） 6,813,880 ― ― 6,813,880

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高

普通株式（株） 23,290 25,000 14,271 34,019

（変動事由の概要）
自己株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。
取締役会決議による自己株式の増加 普通株式 25,000株
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 普通株式 14,271株

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基準日 効力発生日

2025年
５月22日

定時株主総会
普通株式 203,717千円 30円

2025年
２月28日

2025年
５月23日

― 34 ―

2026年04月16日 15時40分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



４．当連結会計年度末日を基準日とした剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資
１株当たり
配 当 額

基準日
効力
発生日

2026年
５月21日

定時株主総会
普通株式 203,395千円 利益剰余金 30円

2026年
２月28日

2026年
５月22日

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用してお
り、また、資金調達については銀行借入により行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形、売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。当該リスクに関しては、当社グループの与信限度管理規程に従い、取引
先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び投資事業有限

責任組合への出資金であり、発行会社の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、定期的に時価や発行会社の財務状況を把握することに
より管理しております。
営業債務である買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、
固定金利であるため金利の変動リスクに晒されておりません。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グ

ループでは、各社が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理して
おります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2026年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては次のとおりであります。また、「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「買
掛金」、「電子記録債務」、「契約負債」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額
に近似することから、注記を省略しております。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額

時価 差額

(1)投資有価証券（※１） 275,430 275,430 ―

(2)差入保証金 1,106,658 1,022,523 △84,134

資産計 1,382,088 1,297,953 △84,134

(1)長期借入金（※２） 366,651 360,541 △6,109

負債計 366,651 360,541 △6,109

※１ 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体
への出資については上記の表には含めておりません。当該出資の連結貸借対照表
計上額は200,000千円であります。

また、非連結子会社株式についても市場価格がないことから、上記の表には含
めておりません。当該株式の連結貸借対照表計上額は100,000千円であります。

※２ １年内返済予定の長期借入金を含めております。
３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：千円)

区分 １年以内
１年超

５年以内
５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 1,978,211 ― ― ―

受取手形 20,924 ― ― ―

売掛金 816,330 ― ― ―

合計 2,815,467 ― ― ―

（注）差入保証金については、返還期日を明確に把握できないため、償却予定額には
含めておりません。
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４ 長期借入金の連結決算日後の返済予定額
(単位：千円)

区分 １年以内
１年超

５年以内
５年超
10年以内

10年超

長期借入金 121,997 244,654 ― ―

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他の有価証券

株式 275,430 ― ― 275,430

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 ― 1,022,523 ― 1,022,523

長期借入金 ― 360,541 ― 360,541
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（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金
将来キャッシュ・フローを信用リスク等を加味した利率で割り引いて算定し

ており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 791円30銭
１株当たり当期純利益 83円87銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表

(2026年２月28日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 3,654,145 流 動 負 債 2,300,666
現 金 及 び 預 金 1,707,163 買 掛 金 425,045
受 取 手 形 20,924 電 子 記 録 債 務 356,612
売 掛 金 819,327 １年内返済予定の長期借入金 100,000
商 品 962,420 リ ー ス 債 務 132,652
貯 蔵 品 187 未 払 金 308,810
前 払 費 用 98,462 未 払 費 用 281,050
未 収 入 金 16,831 未 払 法 人 税 等 206,750
そ の 他 31,886 未 払 消 費 税 等 111,533
貸 倒 引 当 金 △3,058 預 り 金 53,074

固 定 資 産 4,656,981 賞 与 引 当 金 260,624
有 形 固 定 資 産 2,330,079 契 約 負 債 39,795

建 物 493,229 資 産 除 去 債 務 12,101
構 築 物 19,411 そ の 他 12,617
工具、器具及び備品 71,607 固 定 負 債 1,783,721
土 地 1,601,791 長 期 借 入 金 720,000
リ ー ス 資 産 140,978 リ ー ス 債 務 221,872
建 設 仮 勘 定 3,060 長 期 未 払 金 22,555

無 形 固 定 資 産 228,980 退 職 給 付 引 当 金 293,281
ソ フ ト ウ エ ア 160,109 資 産 除 去 債 務 464,512
ソフトウエア仮勘定 63,084 長 期 預 り 保 証 金 61,500
電 話 加 入 権 5,786 負 債 合 計 4,084,388

投資その他の資産 2,097,920 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 475,430 株 主 資 本 4,206,031
関 係 会 社 株 式 144,000 資 本 金 414,789
出 資 金 160 資 本 剰 余 金 93,978
関係会社長期貸付金 6,127 資 本 準 備 金 92,424
長 期 前 払 費 用 2,273 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,554
差 入 保 証 金 1,091,936 利 益 剰 余 金 3,739,120
繰 延 税 金 資 産 323,389 利 益 準 備 金 65,000
そ の 他 54,604 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,674,120

別 途 積 立 金 100,000

繰 越 利 益 剰 余 金 3,574,120

自 己 株 式 △41,857

評価・換算差額等 20,707

その他有価証券評価差額金 20,707

純 資 産 合 計 4,226,738
資 産 合 計 8,311,126 負債・純資産合計 8,311,126

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2025年３月１日から2026年２月28日まで)
(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 16,444,227

売 上 原 価 6,983,830

売 上 総 利 益 9,460,396

販売費及び一般管理費 8,686,102

営 業 利 益 774,294

営 業 外 収 益

受 取 利 息 503

受 取 配 当 金 44,263

仕 入 割 引 8,285

固 定 資 産 賃 貸 料 4,304

為 替 差 益 5,119

受 取 手 数 料 1,664

雑 収 入 7,426 71,567

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,472

雑 損 失 1,417 9,890

経 常 利 益 835,970

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 7,271

減 損 損 失 123,512 130,783

税 引 前 当 期 純 利 益 705,187

法人税、住民税及び事業税 258,801

法 人 税 等 調 整 額 △23,795 235,005

当 期 純 利 益 470,181

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年３月１日から2026年２月28日まで)
(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 414,789 92,424 1,072 93,497 65,000 100,000 3,307,656

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △203,717

当 期 純 利 益 470,181

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

自己株式処分差益 481 481

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 - - 481 481 - - 266,464

当 期 末 残 高 414,789 92,424 1,554 93,978 65,000 100,000 3,574,120

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産
合 計利益剰余金

合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3,472,656 △26,625 3,954,316 △20,416 △20,416 3,933,899

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △203,717 △203,717 △203,717

当 期 純 利 益 470,181 470,181 470,181

自 己 株 式 の 取 得 △31,546 △31,546 △31,546

自 己 株 式 の 処 分 16,315 16,315 16,315

自己株式処分差益 481 481

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

41,124 41,124 41,124

当 期 変 動 額 合 計 266,464 △15,231 251,714 41,124 41,124 292,838

当 期 末 残 高 3,739,120 △41,857 4,206,031 20,707 20,707 4,226,738

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

継続企業の前提に関する注記
該当事項はありません。

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式

移動平均法による原価法

②その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商

品取引法第２条第２項により有価証券とみなれるもの）については、組

合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・貯蔵品………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ５～50年
工具、器具及び備品 ３～10年
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(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。
(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま

す。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度に負

担すべき金額を計上しております。
(3) 退職給付引当金

（退職給付見込額の期間帰属方法）
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
（数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法）

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の事業年度から費
用処理することとしております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理することとしております。
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４．収益及び費用の計上基準
当社は主に靴下の企画・販売を行っており、商品販売については商品の引渡

時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充
足されると判断しており、当該商品の引渡時点で収益を認識しております。ま
た、卸売販売及びオンライン販売については、出荷時から当該商品の支配が顧
客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時点で収益を認識し
ております。なお、値引きや販売促進費の一部は売上高から控除しております。

顧客に付与されたポイントは、商品購入時の支払いへ充当可能であり、将来
顧客により行使されると見込まれるポイントを履行義務として、貸借対照表上
の契約負債に計上しております。

会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10

月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用してお
ります。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただ

し書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による
計算書類への影響はありません。

収益認識に関する注記
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。
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会計上の見積りに関する注記
１． 固定資産の減損

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額
(単位：千円)

当 事 業 年 度

有 形 固 定 資 産 2,330,079

無 形 固 定 資 産 228,980

減 損 損 失 123,512

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。

２． 棚卸資産の評価
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当 事 業 年 度

商 品 962,420

商 品 評 価 損 111,340

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。

３． 繰延税金資産の回収可能性
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当 事 業 年 度

繰 延 税 金 資 産 323,389

法人税等調整額 △23,795

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しております。
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４．資産除去債務
(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(単位：千円)

当事業年度

資 産 除 去 債 務 476,613

(2)会計上の見積りの内容に関する情報
連結注記表に注記している内容と同一であるため、記載を省略しておりま

す。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,349,357千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権 29,277千円
短期金銭債務 77,667千円
長期金銭債務 500,000千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
売上高 58,857千円
仕入高 229,720千円
販売費及び一般管理費 605,439千円
営業取引以外の取引高 41,505千円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項

株式の種類 当期首残高 増加 減少 当期末残高

普通株式（株） 23,290 25,000 14,271 34,019

（変動事由の概要）
自己株式の増加数及び減少数の内訳は、次のとおりであります。
取締役会決議による自己株式の増加 普通株式 25,000株
譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 普通株式 14,271株
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税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金否認 68,233千円
未払事業税否認 15,424千円
棚卸資産評価減否認 37,392千円
退職給付引当金否認 92,220千円

減価償却超過額 1,702千円
関係会社株式評価損 44,716千円

減損損失 83,066千円
資産除去債務 149,882千円

その他 61,211千円

繰延税金資産小計 553,850千円

評価性引当額 211,353千円
繰延税金資産合計 342,497千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △9,509千円
資産除去債務に対応する除去費用 △9,598千円

繰延税金負債合計 △19,107千円
繰延税金資産の純額 323,389千円

法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和7年法律第13号）が2025年３月31日に

国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別
法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2027年３月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差

異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から
31.5％に変更し計算しております。

なお、この税率変更による計算書類に与える影響は軽微であります。

関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。
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２．子会社及び関連会社等

属性
会社等
の名称

議決権等の
所有割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目 期末残高役員の
兼任等

事業上の関係

子会社
タビオ奈良
株式会社

(所有)
直接

100.00%
兼任3名

商品の保管・
出庫・検査・
検品業務

借入の返済
利息の支払
（注１）

100,000
2,576

長期借入金
－

500,000
－

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 貸付金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

３．兄弟会社等
該当事項はありません。

４．役員及び個人主要株主等
該当事項はありません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 623円43銭
１株当たり当期純利益 69円21銭

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年４月22日
タ ビ オ 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

ひびき監査法人

大阪事務所

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 武 藤 元 洋

業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 富 茉 衣

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、タビオ株式会社の2025年３月１日から2026年２月28日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい

て監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、タビオ

株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業

倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう

な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付

ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関し

て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年４月22日
タ ビ オ 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

ひびき監査法人

大阪事務所

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 武 藤 元 洋

業 務 執 行 社 員 公認会計士 安 富 茉 衣

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、タビオ株式会社の2025年３月１日から2026年２月28日まで

の第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属

明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算

書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当

監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫

理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法

人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに

ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行

を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重

要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する

ことが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として

の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証

拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け

る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意

見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう

かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事

象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は

阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年３月１日から2026年２月28日までの第49期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けるとともに、
子会社に赴き、業務及び財産の状況を調査いたしました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築・運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。
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（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年４月27日

タビオ株式会社 監査役会

常勤監査役 渡 邉 浩 樹 ㊞

社外監査役 林 裕 之 ㊞

社外監査役 高 山 和 則 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への安定した配当を継続的に実施することを基本方針として

おります。当事業年度の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開

等を総合的に勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金30円

総額 203,395,830円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2026年５月22日
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第２号議案 取締役９名選任の件

本総会終結の時をもって、取締役８名全員が任期満了となりますので、経営体制

の一層の強化を図るため１名増員し、取締役９名の選任をお願いするものでありま

す。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

１

お ち かつ ひろ

越 智 勝 寛

(1969年３月20日生)
（再任）

1994年10月 株式会社ハウス オブ ローゼ入社

1997年３月 当社入社

2002年４月 DANSOX UK Co.,Ltd代表取締役

2003年３月 商品本部長

2004年５月 取締役

2007年３月 第一営業本部長

2008年５月 代表取締役社長（現任）

2012年１月 Tabio France S.A.S.代表取締役

2014年３月 営業本部長

2022年２月 エム・エス・エヌ株式会社代表

取締役（現任）

(重要な兼職の状況)

エム・エス・エヌ株式会社 代表取締役

18,171株

(取締役候補者とした理由)
当社及びグループ会社で長年にわたり経営に携わり、2008
年５月より当社の代表取締役社長として経営を担っており
ます。
豊富な経験を有しており、且つ十分な実績を上げているこ
とから、優れた経営手腕が発揮されることを期待し、引き
続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

２

お ち やす ひこ

越 智 康 彦

(1972年１月25日生)
（再任）

1995年４月 当社入社

2007年４月 商品本部長

2008年６月 執行役員

2011年４月 上席執行役員

2014年５月 取締役(現任)

2016年５月 タビオ奈良株式会社代表取締役

78,651株

(取締役候補者とした理由)
入社以来、商品開発に携わり、商品本部長を歴任するなど、
当社の業績に寄与してまいりました。豊富な経験と知見を
有しており、商品開発全般にわたる高い見識が当社の経営
に活かされることを期待し、引き続き取締役候補者としま
した。

― 57 ―

2026年04月16日 15時40分 $FOLDER; 57ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

３

まさ ご てる お

真 砂 輝 男

(1974年10月24日生)
（再任）

2000年９月 当社入社

2009年３月 メディア部長

2009年４月 執行役員

2017年10月 戦略ビジネス本部長

2018年５月 取締役(現任)

2020年２月 タビオ奈良株式会社代表取締役

（現任）

(重要な兼職の状況)

タビオ奈良株式会社 代表取締役

11,505株

(取締役候補者とした理由)
入社以来、WEBマーケティング事業並びにシステム開発を担
当し、ECサイトの立ち上げを主導するなど、当社の業績に
寄与してまいりました。その豊富な経験と知見を有してお
り、当社の経営に活かされることを期待し、引き続き取締
役候補者としました。

４

せき よし つか

関 淑 束

(1978年４月７日生)
（再任）

2003年10月 中央青山監査法人入所

2007年２月 新日本監査法人（現:EY新日本

有限責任監査法人）入所

2008年７月 公認会計士登録

2008年９月 当社入社

2012年10月 システムソリューション部長

2013年10月 海外部長

2022年５月 財務部長

2022年５月 取締役（現任）

2025年３月 経営企画部長（現任）

5,977株

(取締役候補者とした理由)
入社以来、財務部、システムソリューション部、海外部で
多大な実績を残しており、当社の業績に寄与してまいりま
した。また、公認会計士としての高い知見を有しており、
当社の経営に活かされることを期待し、引き続き取締役候
補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

５

いま がわ ひろ あき

今 川 弘 明

(1964年9月30日生)
（再任）

1983年４月 株式会社富士工芸社入社

1986年３月 当社入社

2001年３月 ショセット営業部長

2008年６月 執行役員

2009年３月 営業本部長

2017年10月 店舗運営本部 参与

2023年５月 メンズ営業部長

2024年５月 取締役（現任）

4,716株

(取締役候補者とした理由)
入社以来、営業全般の要職を歴任し、多大な実績を残して
おり、当社の業績に寄与してまいりました。
その豊富な経験と知見を当社の経営に活かされることを期
待し、引き続き取締役候補者としました。

６

こいずみ ひで ゆき

小 泉 秀 之
(1973年1月17日生)

（新任）

1991年３月 株式会社帝国ホテル入社

1996年12月 当社入社

2005年５月 DANSOX UK Co.,Ltd代表取締役

2006年４月 海外事業部長

2013年５月 人事部長（現任）

2024年５月 総務部長（現任）

０株

(取締役候補者とした理由)
入社後、イギリス、フランスなどの海外事業の発展に寄与
し、その後人事部長、総務部長を兼任するなど多大な実績
を残しており、当社の業績に寄与してまいりました。その
豊富な経験と知見を当社の経営に活かされることを期待し、
取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

７

かな い みち こ

金 井 路 子

(1975年１月10日生)
（再任）

1997年７月 株式会社エルコンパス入社

1999年２月 株式会社インデックス入社

2003年２月 株式会社ディー・エヌ・エー入社

2014年２月 株式会社グロースエンジン

代表取締役(現任)

2021年５月 社外取締役(現任)

2025年５月 ジャパンホームシールド株式会

社社外取締役（現任）

2025年10月 アイル株式会社社外取締役(現任)

(重要な兼職の状況)

株式会社グロースエンジン 代表取締役

ジャパンホームシールド株式会社 社外取締役

アイル株式会社 社外取締役

4,900株

(選任理由及び期待される役割の概要)
インターネット事業で活躍されてきた経歴の持ち主であり、
現在はインターネットに関するコンサルティング会社の経
営者として豊富な経験と知見を有しているため、社外取締
役候補者としました。
同氏には、その豊富な経験を生かし、業務執行の監督機能
強化へ幅広い経営視点からの助言をしていただき、当社企
業価値の持続的向上に貢献していただくことを期待してお
ります。
なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時
をもって５年となります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

８

わ だ しん じ

和 田 真 治

(1963年11月23日生)
（再任）

1987年４月 南海電気鉄道株式会社（現:株

式会社NANKAI）入社

2019年６月 同社 執行役員 グレーターなん

ば創造室長

2020年６月 同社 まちづくり創造室長

2021年６月 同社 イノベーション創造室副

室長、新規事業部長

2022年４月 同社 eスポーツ事業部長

2023年10月 同社 ＣＥＯ補佐

2024年４月 国立大学法人和歌山大学 アン

トレプレナーシップデザインセ

ンター教授・副センター長（現

任）

2024年５月 社外取締役（現任）

(重要な兼職の状況)

国立大学法人和歌山大学 アントレプレ

ナーシップデザインセンター教授・副セ

ンター長

０株

(選任理由及び期待される役割の概要)
南海電気鉄道㈱で執行役員CEO補佐に就任し、また各部の部
長を歴任するなど、企業経営について豊富な経験と知見を
有しているため、社外取締役候補者としました。
同氏には、社外取締役として、当社の経営の重要事項への
助言及び業務執行の監督などに十分な役割を果たしていた
だくことを期待しております。
なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時
をもって２年となります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 数

９

たか はら さとし

髙 原 聡

(1969年５月29日生)
（再任）

1993年４月 株式会社ナイガイ入社

2016年２月 同社 執行役員

2021年４月 同社 取締役執行役員

2024年４月 同社 取締役常務執行役員

2024年５月 社外取締役(現任)

2026年４月 株式会社ナイガイ 専務取締役

専務執行役員（現任）

(重要な兼職の状況)

株式会社ナイガイ 専務取締役専務執行役員

０株

(選任理由及び期待される役割の概要)
㈱ナイガイにおいて専務取締役専務執行役員を務められ、
靴下業界における豊富な経験と知見を有しているため社外
取締役候補者としました。
同氏には、当社経営に対する有用な提言と㈱ナイガイとの
資本業務提携推進にも貢献いただくことを期待しておりま
す。
なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時
をもって２年となります。

(注) 1.髙原聡氏は、当社と協業関係にある株式会社ナイガイの専務取締役専務執行役
員であることから特別の利害関係があります。なお、同社は資本業務提携先で
あります。またその他の各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありま
せん。

2.当社と金井路子氏、和田真治氏、髙原聡氏の３名は、会社法第427条第１項で
定める責任限定契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は法令の規定する額であります。３名の再任が承認可決された場合には、当該
契約を継続する予定であります。

3.当社は取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を締結しており、
被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の
追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が填補されます。
なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となり、
2026年６月に当該保険契約を更新する予定であります。

4.当社は金井路子氏、和田真治氏の２名を東京証券取引所規則に定める独立役員
として指定し、同取引所に届けを出しております。

5.金井路子氏、和田真治氏、髙原聡氏の３名は社外取締役候補者であります。
以 上
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阪神なんば線 地下鉄
千日前線 なんば駅

地下鉄
四つ橋線
なんば駅

大阪難波駅 地下鉄御堂筋線
なんば駅

なんば
グランド花月

髙島屋

南海
なんば駅

府立体育館

なんば
パークス

スイスホテル
南海大阪

ＬＡＢＩ１なんば（ヤマダ電機)

近鉄奈良線日
本
橋
駅

地
下
鉄

千
日
前
線

堺
筋
線

Ｊ
Ｒ
難
波
駅

Ｎ

パークスタワー16Ｆ
(低層階用のエレベーターを
             ご利用下さい)

なんばスカイオ

株主総会会場ご案内図

会 場 大阪市浪速区難波中二丁目10番70号
なんばパークス内パークスタワー16Ｆ当社本店大会議室
(低層階用のエレベーターをご利用下さい)

電 話 06-6632-1200

[交通のご案内]
・南海なんば駅 中央口徒歩２分 南口徒歩３分
・地下鉄なんば駅 御堂筋線徒歩８分

四つ橋線徒歩15分
千日前線徒歩11分

・近鉄/阪神大阪難波駅 徒歩12分
・ＪＲ難波駅 徒歩15分
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